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＜一般勘定＞ （単位：円）

資産の部
Ⅰ　流動資産
　　　　現金及び預金 728,226,237   
　　　　研究業務未収金 621,290,917   
　　　　未収金 1,364,254     
　　　　未収消費税等 3,104,444     
　　　　その他の流動資産 12,230        
　　　　　　　流動資産合計 1,353,998,082 
Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産
　　　　建　物 4,647,700,759   
　　　　　減価償却累計額 909,990,093     3,737,710,666 
　　　　構築物 602,132,513     
　　　　　減価償却累計額 189,544,540     412,587,973   
　　　　機械及び装置 5,897,151,358   
　　　　　減価償却累計額 2,093,445,124   3,803,706,234 
　　　　車両運搬具 13,925,380      
　　　　　減価償却累計額 8,141,736       5,783,644     
　　　　工具器具備品 356,338,101     
　　　　　減価償却累計額 250,531,564     105,806,537   
　　　　土　地 15,821,900,000
　　　　　　有形固定資産合計 23,887,495,054
　２　無形固定資産
　　　　ソフトウエア 41,143,726    
　　　　電話加入権 3,402,000     
　　　　　　無形固定資産合計 44,545,726    
　　　　　　　固定資産合計 23,932,040,780
　　　　　　　　資産合計 25,286,038,862  

負債の部
Ⅰ　流動負債
　　　　預り寄付金 1,237,186     
　　　　研究業務未払金 218,176,803   
　　　　未払金 257,219,288   
　　　　未払費用 15,445,043    
　　　　預り金 22,498,354    
　　　　　　　流動負債合計 514,576,674   
Ⅱ　固定負債
　　　　資産見返負債
　　　　　資産見返運営費交付金 279,891,538     
　　　　　資産見返寄附金 16,485,727      
　　　　　資産見返物品受贈額 100,709,712     397,086,977   
　　　　　　　固定負債合計 397,086,977   
　　　　　　　　負債合計 911,663,651     

資本の部
Ⅰ　資本金
　　　　政府出資金 24,457,368,067
　　　　　　　資本金合計 24,457,368,067
Ⅱ　資本剰余金
　　　　資本剰余金 2,165,683,127 
　　　　損益外減価償却累計額（△） △3,093,390,616
　　　　　　　資本剰余金合計 △927,707,489 
Ⅲ　利益剰余金
　　　　研究開発及び研究基盤整備積立金 1,312,622     
　　　　積立金 502,608,650   
　　　　当期未処分利益 340,793,361   
　　　　（うち当期総利益） (340,793,361)
　　　　　　　利益剰余金合計 844,714,633   
　　　　　　　　資本合計 24,374,375,211  
　　　　　　　　　負債資本合計 25,286,038,862  

　（注）　役職員の退職給付の見積額 1,254,510,012 

貸  　借　　対　　照　　表
（平成１８年３月３１日）
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＜一般勘定＞ （単位：円）

　経常費用

　　研究業務費

　　　人件費 1,329,838,719   

　　　業務委託費 1,213,068,394   

　　　賃借料 8,161,909       

　　　減価償却費 29,738,885      

　　　保守・修繕費 22,347,362      

　　　水道光熱費 55,145,494      

　　　旅費交通費 37,406,712      

　　　消耗品費 106,399,214     

　　　その他研究業務費 124,717,313     2,926,824,002   

　　一般管理費

　　　人件費 268,153,292     

　　　管理委託費 153,650,558     

　　　減価償却費 18,003,609      

　　　水道光熱費 16,525,521      

　　　図書印刷費 17,063,816      

　　　消耗品費 36,212,141      

　　　その他一般管理費 160,396,448     670,005,385     

　　雑損 924,692         

　　　　経常費用合計 3,597,754,079   

　経常収益

　　運営費交付金収益 2,539,907,589   

　　事業収益

　　　知的所有権収入 51,670,861      

　　　技術指導等収入 1,709,011       53,379,872      

　　受託収入

　　　政府等受託収入 1,133,934,079   

　　　その他受託収入 42,240,810      1,176,174,889   

　　施設費収益 40,690          

　　寄附金収益 5,762,814       

　　資産見返負債戻入

　　　資産見返運営費交付金戻入 35,766,779      

　　　資産見返物品受贈額戻入 9,556,146       

　　　資産見返寄附金戻入 1,714,241       47,037,166      

　　財務収益

　　　受取利息 235,461         235,461         

　　雑益

　　　財産賃貸収入 110,141,640     

　　　その他雑益 5,867,319       116,008,959     

　　　　　経常収益合計 3,938,547,440   

　　　　　　経常利益 340,793,361     

　当期純利益 340,793,361     

　当期総利益 340,793,361     

損　　益　　計　　算　　書
（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）
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＜一般勘定＞ （単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　研究資材の購入及び研究業務の委託による支出 △1,297,284,496 

　　　人件費支出 △1,561,507,054 

　　　科学研究費補助金預り金支出 △4,910,877     

　　　消費税等の支払額 △9,447,500     

　　　その他の業務支出 △645,062,786   

　　　運営費交付金収入 2,046,111,000   

　　　受託収入 1,057,739,635   

　　　知的所有権収入 53,185,780      

　　　財産賃貸収入 109,418,975     

　　　技術指導等収入 1,593,011       

　　　寄附金収入 7,000,000       

　　　科学研究費補助金預り金収入 4,506,001       

　　　その他の収入 593,549         

　　　　小　計 △238,064,762   

　　　利息の受取額 235,461         

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー △237,829,301   

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △310,401,800   

　　　無形固定資産の取得による支出 △20,037,150    

　　　定期預金の預入による支出 △200,000,000   

　　　定期預金の解約による収入 1,104,257,695   

　　　施設費による収入 118,000,950     

　　　その他の投資活動による収入 2,347,150       

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 694,166,845     

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー -               

Ⅳ　資金増加額 456,337,544     

Ⅴ　資金期首残高 271,888,693     

Ⅵ　資金期末残高 728,226,237     

　（注）　資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳

　　　　　　現金及び預金勘定 728,226,237     

　　　　　　資金期末残高 728,226,237     

キャッシュ・フロー計算書
（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）
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＜一般勘定＞ （単位：円）

Ⅰ　業務費用

　　　損益計算書上の費用

　　　　　研究業務費 2,926,824,002   

　　　　　一般管理費 670,005,385     

　　　　　雑損 924,692         3,597,754,079   

　　　（控除）

　　　　　知的所有権収入 △51,670,861    

　　　　　技術指導等収入 △1,709,011     

　　　　　財産賃貸収入 △110,141,640   

　　　　　受託研究収入 △1,176,174,889 

　　　　　寄附金収益 △5,762,814     

　　　　　資産見返寄附金戻入 △1,714,241     

　　　　　財務収益 △235,461       

　　　　　その他雑益 △5,867,319     △1,353,276,236 2,244,477,843   

Ⅱ　損益外減価償却等相当額

　　　損益外減価償却相当額 501,797,479     

　　　損益外固定資産除却相当額 7,173,642       508,971,121     

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額 △72,968,533    

Ⅳ　機会費用

国又は地方公共団体財産の無償
又は減額された使用料による貸
借取引の機会費用

529,773,231     

政府出資又は地方公共団体出資
等の機会費用

419,348,660     949,121,891     

Ⅴ　行政サービス実施コスト 3,629,602,322   

行政サービス実施コスト計算書
（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）
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＜一般勘定＞ （単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 340,793,361     

　

　　　当期総利益 340,793,361     

Ⅱ　積立金振替額 1,312,622       

　　　研究開発及び研究基盤整備積立金 1,312,622       

　

Ⅲ　利益処分額

　　　積立金 342,105,983     

利益の処分に関する書類
（平成１８年６月２８日）
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注 記 事 項

１．重要な会計方針

（１）運営費交付金収益の計上基準

費用進行基準を採用しております。

（２）減価償却の会計処理方法

① 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ２４年 ～ ５０年
機械及び装置 ８年 ～ １７年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額については、
損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

② 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に

基づいて償却しております。

（３）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
役職員の退職給付については財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上して

おりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、自己都合退

職金要支給額の当期増加額に基づき計上しております。

（４）行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法①
近隣の賃貸料や国有財産貸付料の算定方法及び条例等に基づく占用料を参考に計上して

おります。
② 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成１８年３月末利回りを参考に1.77％で計算しております。

（５）リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引
に係る方法に準じた会計処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（６）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。
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２．重要な債務負担行為

該当事項はありません。

３．重要な後発事象

（独立行政法人北海道開発土木研究所との統合）
平成16年12月24日に閣議決定された「今後の行政改革の方針」１．（２）独立行政法人の組

織・業務全般の見直し等により、中期目標期間の終了時において法人組織が見直され、独立行
政法人土木研究所（以下 「土木研究所」という ）と独立行政法人北海道開発土木研究所（以、 。
下 「北海道開発土木研究所」という ）は、平成18年4月1日に統合しました。、 。

（１）統合の方法
独立行政法人土木研究所法（以下 「土木研究所法」という ）附則第８条第１項の規定に、 。

基づき、北海道開発土木研究所の一切の権利及び義務について、国に承継される資産を除い
て、土木研究所が承継する方法によって統合しております。

（２）統合による純資産の増加
土木研究所法附則第９条第１項の規定に基づき、土木研究所が承継する資産の価額から負

債の金額を差し引いた額について、政府から出資されたものとされます。承継する資産の価
額は、今後開催される資産評価委員会の決定によることとなりますので、未定であります。

（３）承継した資産及び債務
北海道開発土木研究所より承継する資産及び債務につきましては、平成１７年度財務諸表

の国土交通大臣承認をもって確定することとなりますので、未定であります。

（４）役員の状況
統合に際し、以下の者が役員に就任いたしました。

役 職 氏 名
理事長 坂本 忠彦
理事（理事長代理） 高木 秀貴
理事 中村 俊行
監事 堀 才大
監事（非常勤） 竹原 功




